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生殖補助医療についての一考察
～倫理的課題として学校教育にどう取り込むか～
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１．問題の所在
　体外受精のような生殖補助医療は、不妊の治療として発展してきた。筆者の複数の友人
も不妊症であったことからこの治療を受け、顕微受精による体外受精を数年間行い、妊娠、
出産している。定期的な注射や採卵による痛み、着床しなかった時の落胆、先の見えない
経済的負担等、多くの困難を乗り越えての妊娠、出産であった。現在、子どもを慈しみ育
てている幸せな様子を見るたびに、生殖補助医療の有用性を実感している。しかし、生殖
補助医療の発展は様々な倫理的な課題を内包している。「生命のはじまり」をどの時期と
考えるのかという原初的な課題、精子や卵子の「凍結」が可能になったことによる第三者
の介入によって生じる課題等がある。これらの課題のうち配偶者間の生殖補助医療につい
ては、現在では社会全体に肯定的に受け止められ、保険適用も拡大される方向ではあるが、
生殖への第三者の関与、例えば第三者の卵子・精子提供による妊娠・出産に関しては社会
的な認識は十分とはいえないのではないだろうか。そこで本稿では、生殖補助医療の中で
も、第三者の配偶子提供（卵子提供、精子提供）による「非配偶者間生殖医療」における
課題について考えていきたい。そして、課題解決の一つの方法として、学校教育にこの倫
理的課題をどのように取り込んでいくことができるのかについての考察も加えたい。
２．非配偶者間生殖医療の倫理に関する先行研究
　生殖補助医療は、第三者の配偶子提供、さらには、依頼者カップルの胚を移植した血縁
関係のない第三者女性による出産（代理懐胎）も可能にした。石原は「生殖医療・生殖医
学と2016年の生命倫理」の中で「非配偶者間生殖医療によって不妊カップルが子どもを持
つ可能性が提供され、その結果として家族のかたちに変化を与え、この家族形成への第三
者の関与を、どの程度、どこまで許容するかという課題は、我が国においても現実的な倫
理的論点として俎上に上っているのである」と述べている（石原,…2016）。
　医の倫理を考える場合、二つの考え方がある。インフォームドコンセントを徹底して自
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由主義の原則を確立するというアメリカ的考え方が一つで、自己決定権に制限を加えるこ
とができるのは他者危害の原則のみであるとするものである。一方、自由主義には限界が
あり、自己決定権だけでは規制できないような事例があるといったことから、ガイドライ
ンを作り医療を実施するヨーロッパ的な考え方がある。生殖医療に関して、先進国の中で
法を持っていないのはわが国だけであり、政府省庁のガイドラインの整備も研究に関連す
る限定的なものである。結果として、日本産婦人科学会の会告による規制が、生殖医療・
生殖医学を規制する事実上の基準となっている。つまり、日本では罰則のない規範的ガイ
ドラインによる自主規制がおおむね良好に遵守されているといえる（石原,…2016）。その大
まかな内容としては、①夫と妻以外の精子、卵子を認める、②代理母は禁止する、③提供
は無償、それから匿名性の原則を守る、兄弟・姉妹からの提供は認めない、④子を出産し
た人を母とし、同意した夫を父とし、提供者を特定できる個人情報まで子どもは知ること
ができる、というものである。また、厚生科学審議会生殖補助医療部会では、生殖医療に
関する基本的な考え方として、①生まれてくる子の福祉を優先する、②人を専ら生殖の手
段として扱ってはならない、③安全性に十分配慮する、③優性思想を排除する、④商業主
義を排除する、⑤人間の尊厳を守る、を示している（竹下,…2014）。
　ガイドラインについて竹下は「夫婦間で行われるべき生殖補助医療に第三者が関与する
場合、医療面のみならず親子関係など法律的諸問題、出自を知る権利の問題などが立ちは
だかり、一学術団体である学会の自主規制の範囲を超えてくる。こうした中、海外で卵子
提供を受けるカップルが年々増加していることからも、第三者の関与する生殖補助医療に
ついての法制化、公的機関による管理運営が早急に必要である。」と見解を述べている（竹
下,…2014）。
３．問題探求方法
　上記の先行研究から、第三者の関与する生殖補助医療の問題として、第三者の関与がど
こまで許されるのかという倫理的問題、および医療面のみならず親子関係など法律的諸問
題、出自を知る権利の問題などが明らかとなった。そこで、ここでは主に「出自を知る権
利の問題」について探求するために、第三者の配偶子提供によって子どもを得た当事者お
よび第三者の配偶子提供生まれた当事者に対するアンケート調査やインタビュー調査によ
る先行研究を調べることとする。
４．結果
　宇津宮は、精子提供による非配偶者間人工授精（以下AIDとする）によって生まれた30
歳台から50歳台までの5名に対しメールによる質問紙調査を行っている（宇津宮,…2013）。
このアンケート結果と考察は以下のようである。まず、出自を知るきっかけとなったの
は、5名全員家族内に危機的状況が生じたときで、突然であったと答えていた。これは、
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親が告知した後の子どものショックに対応するために考え抜き、計画された告知方法・機
会ではなかった。また、告知を受けた時の気持ちとして、困惑、怒り、ショックとともに、
AIDを行った医療者、社会への不信感が述べられていた。そして、その結果としてアイデ
ンティティの崩壊を伺わせる記述も多くみられた。出自を知る前の家族の雰囲気は何とな
く違和感があり、告知を受けてやっとその違和感が理解できたという。また、「AIDで生ま
れたこと」に対しては納得できておらず、自分の関係しないところで行われた行為に対し
て当事者である自分が対処できない理不尽さと諦め、しかし、そのような背景を解決でき
ずとも未来に向かっていかなければならない困難さを感じ取ることができる。そして当事
者全員が、告知については知らせるべきであり、できれば物心がつく前に知りたいと述べ
ていた。これらの意見の中に書かれている事項には、家族の根本的な大切さがにじみ出て
いた。偽りの上に幸せは築けないし、困難があってもそれを出発点として乗り越えていく
一つひとつのステップが本当の家族を形成すると述べていた。また、自己の遺伝的背景が
不明であることから、自分の体質や遺伝病の可能性に対する不安、医学的な処置をうける
際の不安、近親婚の可能性に対する不安を感じていた。
　久慈らは「提供精子を用いたAIDにおける告知と出自を知る権利」の中で、告知を受け
出自を知る権利を持っている子どもの意見を以下のように記している（久慈他,…2016）。
1988年にAIDで生まれたオーストラリアの女性の意見である。この女性は父（不妊男性）
の会社の同僚から精子提供を受けて生まれており、生まれた時から提供者と家族ぐるみの
つきあいがある。彼女は「とても小さい頃に両親がAIDのことを話してくれたので、それ
がごく普通のことだと思っていた。父は、育て、教育し、愛してくれる人で、本当の父が
誰かということで混乱したことは一度もない。」「子どもにとって自分の遺伝的情報を知る
ことは重要。AIDで生まれた子は提供者について何らかの情報を知る権利を持つべきで、
情報にアクセスできるよう、AIDの記録保存は最低必要条件だと思う。」と述べている。
また、前出の宇津宮は、「配偶子提供と出自を知る権利」の中で、告知をするには多くの困
難があるが、今ではその方法（告知用の絵本や子どもの年齢に合わせた解説書など）がこ
の問題に積極的にかかわっている方々から提案されている、と報告している。告知は2～3
歳ごろから始め、年齢に応じて理解できる説明内容に変え、そしてその後のフォローアッ
プも重要であるとしている。
　では、第三者の配偶子提供によって子どもを得た当事者は、告知についてどのように
考えているのだろう。以前からこの真実の告知については話題になっていたが、伝統的
なパターナリズムの流れを汲んだ「知らせない方がうまくいく」という担当医のアドバ
イスがあったという背景がある。久慈らは2000年の研究（久慈他,…2000）で、告知をしな
いと答えた人は81%にのぼり、告知をする人は1%でしかなかったと報告している。しか
し、2012年の研究では、告知しない人は52%、告知する人は17%と変化している（久慈他,…
2012）。告知すると答えた人が増えた理由として、医師から勧められたり、AIDを考える
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会（すまいる親の会）に参加したり、カウンセリングを受けたり等、以前とはAIDを取
り巻く様相が変化していることが考えられた。これは「AIDによって生まれた子どもの会
（DOG）」の活動等によって、AIDについての議論が広く、かつ深まってきたことを表し
ているとえるだろう（久慈他,…2012）。
5．考察
　かつて、家族を形成する生殖に第三者が関与することは社会的に受け入れがたく、告知
しないことが当然と考えられていた。しかし、AIDが広く行われるようになり、AIDによっ
て生まれた子ども達自身が成人し「自分達の出生に関する真実を知ることは基本的権利」
であると主張するようになった。子どもの福祉を第一優先と考えた場合、このことは当然
であり、前述したように徐々にではあるが告知に関するAIDを取り巻く様相は変化してい
る。しかし、わが国ではAIDは匿名で行われていることから、遺伝的情報を得ることは困
難である。
　AIDによって生まれた当事者の思いを先行研究で調べた結果、告知されないことによる
多くの問題が明らかになった。AIDで子どもが産まれるということは、いったい誰のため
なのかを考えさせられた。AIDで出生したことを子どもに隠すということは、親自身が
AIDによる出生を恥ずべき事ととらえ、不妊である自分を受け入れていないとも考えられ
る。もちろん、当事者がそのように感じざるを得ない社会、つまり、伝統的な家族の形態
や血のつながりを重んずる日本社会の圧力が背景にあることは否めない。このような社会
の中で育つ子どもの将来のことを考えると隠すことが適切であると思う親心からなのであ
ろうが、前述した結果から考えると必ずしもそうでないことがわかる。AIDで子どもを産
む場合の条件として、①親が子どもに正直に告知する用意があること、②匿名性が廃止さ
れること、の2つの条件が必要であろう。つまり、親の幸福追求権、家族形成権、子を持
ちたいという願望は無条件の権利ではない、ということである。親は子どもの幸福や福祉
を最優先に考え、そのためには告知が前提であり、出自を知る権利を認めることが必要で
あろう。もちろん、一方で子どもの知りたくない権利も保障されなければならない。第三
者が関与する生殖医療の場合、「他者に危害を加えないなら最大限自分の権利は認められ
る」という徹底的個人主義は認められるべきではないのではないだろうか。
　まずは、AIDを希望する不妊カップルに対し、自己決定するまでの期間に十分なカウン
セリングをすることが重要である。不妊であることやAIDを受けることを恥ずべきことで
はないと受け止めることができるような関わりが必要である。また、AIDによる妊娠・出
産が目的とならないよう、子どもに対する責任が持てるように告知の準備もしてもらわな
ければならないであろう。不妊という事実に対するショック、更に生殖補助医療で果たし
て妊娠するのだろうかという不安に加え、まだ見ぬ子どもへの責任等様々な課題を課せら
れるのであるから、彼らの精神的な苦痛は計り知れない。彼らを支えるためには、専門的
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なカウンセラーやAIDを考える会（すまいる親の会）のような自助グループのサポート体
制が必須である。一方では、視野狭窄になりがちな不妊カップルが、生殖補助医療に頼ら
ない家族形成、つまり、養子縁組などの家族のあり方についても選択肢として考えていけ
るような関わりも必要なのではないかと思う。妊娠・出産した後も継続した長期的支援体
制は必要である。親が子どもに告知する際の助言やサポート、更に、告知を受けた子ども
の心のケアが継続して実施できるような専門的な職種による体制づくりがなければいけな
い。
　現在、配偶子提供は匿名である。非匿名となった場合の様々な弊害（子どもとの道義的
負担や接触を求められる負担など）を考えると、提供者を確保できないという新たな問題
が生じる。そのためには、様々なリスクを負ってでも、無償で提供者となる者を確保する
ための対策が必要である。
　生殖補助医療に関する倫理的課題について考える時、不妊カップル当事者の価値観だけ
ではなく、彼らを取り巻く家族や社会の受け止めについても考えなければならない。AID
治療を受ける当事者やその子どもが生活する社会の価値観が、彼ら当事者の告知に対する
考えやQoLに影響する。また、無償かつ非匿名での配偶子提供者を確保するためにも、生
殖補助医療に対する理解を多くの人々に深めてもらう必要もある。そのためには、当事者
や医療関係者だけで議論しているのでは不十分であり、生殖補助医療に関する情報や問題
が社会の中で広く認識され、議論されることが必要であろう。
　社会の中で議論されるための具体的な一つの方法として、学校教育の中に生殖補助医療
を生命倫理の課題として取り入れることが考えられる。学校教育では、生命倫理の問題は
道徳教育の中で取り扱われ、中学校においては「特別の教科　道徳」で取り扱うこととなっ
ている。学習指導要領解説（文部科学省，2017）で示されている指導内容は、次の４つの
視点「A主として自分自身に関すること」「B主として人との関わりに関すること」「C主
として集団や社会との関わりに関すること」「D主として生命や自然、崇高なものとの関
わりに関すること」から分類整理し、道徳内容項目を示して指導を行うこととしている。
生命倫理の問題は、この4つの視点の中の「D主として生命や自然、崇高なものとの関わ
りに関すること」の内容に関連し、学習指導要領解説（文部科学省，2017）では「理科や
保健体育、技術・家庭などの他教科等での学習も踏まえつつ、生命倫理に関わる現代的な
課題を取り上げ、話し合い、多様な考えを交流することにより、生命とは何か、その尊さ
を守るためにはどのように考えていったらよいかなど、生命尊重への学びをより深めるこ
ともできる」とされている。その現代的な課題の扱いとして、「科学技術の発展に伴う生命
倫理の問題や社会の持続可能な発展を巡っては、生命や人権、自己決定、自然環境保全、
公正・公平、社会正義など様々な道徳的価値に関わる葛藤がある」とし、「これらの諸課題
には多様な見方や考え方があり、一面的な理解では解決できないことに気付かせ、多様な
価値観の人々と協働して問題を解決していこうとする意欲を育むよう留意することが求め
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られる」とされている。では、この内容は実際の教材でどのように取り扱われているだろ
うか。文部科学省制作の「私たちの道徳」（文部科学省，2014）の104ページには、「科学技
術の発達と生命倫理」というタイトルで「脳死と臓器提供」「クローン技術」「遺伝子検査」
「代理母」「出生前診断」の用語が記載されている。それぞれに関する解説はなく用語の
羅列のみである。その下には「臓器移植について考える」の板書とディベートしている中
学生の写真が掲載され、「生命倫理に関する問題について、調べたり、話し合ったりしたこ
とを書いてみよう」という設問が提起されている。ここでは「科学技術の発展に伴う生命
倫理の問題」について、ディベートという方法を例として「問題を解決していこうとする
意欲を育む」ことを達成しようとしていることがわかる。しかし、生命倫理の問題を取り
扱う場合には、安易に是か非かを問うような二項対立に留まる授業となってはならないと
考える。あくまでも生命倫理に関する問題等を解決するためには何を調べる必要があるの
か、どのように調べるのか、また、相手に伝わるように説明するためにはどうすればよい
のか、そして相手の話や気持ちを正しく理解するためにはどうすればよいのか、等という
ことに重点を置くことである。生命倫理の課題には葛藤や対立があるのは当然であること
を理解し、各々の多様な考えや価値観を互いに認める姿勢を持てるようにすることが必要
であると思う。つまり、「特別の教科　道徳」の指導内容「A主として自分自身に関するこ
と」の内容として示されている「自ら考え、判断し、実行し、自己の行為の結果に責任を
もつこと」も合わせて考えてもらう必要がある。例えば、「第三者の配偶子を用いて出産す
るか否か」に関する選択権は最終的に当事者にあり、結果に責任を持つのも当事者である
ということを忘れてはならない。そして、発達段階上、当事者意識を持つことが困難な中
学段階において生命倫理について考えてもらうことは、「命は大事」という情緒的な結論に
陥りやすいことを理解し、慎重に進めなければならないであろう。また、生命倫理の課題
の中でも、特に代理母や生殖補助医療等の妊娠・出産に関連する課題を中学段階で取り扱
うことは適当とはいえないと思う。なぜならば、中学の性教育では、第二次性徴に伴う体
の変化、受精卵の成長や受精・妊娠は取り扱うが、「妊娠の経過は取り扱わない」、つまり、
性行為については取り扱わないこととなっているからである。性行為について取り扱って
いないにも関わらず、代理母や体外受精等の生殖補助医療、出生前診断について調べて考
えるという課題には矛盾を感じる。よってこのテーマは、妊娠の経過に関する知識を有し、
生命倫理を政治的経済的な背景も含めた課題として捉え、当事者の立場に立って感じ思考
できる力も備わってきている高等学校段階で取り扱うことが望ましいと考える。
　高等学校では小中学校のように「道徳科」を特設していない。高等学校学習指導要領（平
成30年告示）解説（文部科学省，2018）「道徳教育推進上の配慮事項」の「道徳教育の全
体計画」では、「道徳教育の全体計画の作成に当たっては、生徒や学校の実態に応じ、指導
の方針や重点を明らかにして、各教科・科目等との関係を明らかにすること。その際、公
民科の「公共」及び「倫理」並びに「特別活動」が、人間としての在り方生き方に関する
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中核的な指導の場面であることに配慮すること。」と示されている。つまり、生命倫理の
課題については、公民科の「公共」「倫理」、そして「特別活動」で取り扱うということで
ある。例として「倫理」の教科の指導内容を挙げると、「人間としての在り方生き方につい
ての見方・考え方を働かせ、古今東西の幅広い知的蓄積を通して、より深く思索するため
の手掛かりとなる概念や理論について理解活用して、現代の倫理的諸課題の解決に向け
て、論理的に思考し、思索を深め説明したり対話したりする力を養い、現代社会に生きる
人間としての在り方生き方についての自覚を深めること」とされている。具体的な方法と
しては、課題に対し多様な知識を用いて論理的に解釈し、多面的に捉えられるようにグルー
プディスカッションを行う等が考えられる。その対話を通して、価値観は多様であり必ず
しも自分の意見と一致することはないことを経験することも大切である。そして、価値観
が異なる他者とも積極的に関わりながら、自己の在り方を追求していくことが望ましいと
考える。繰り返しになるが、忘れてならないのは選択するのはその課題を抱えた当事者で
あるということである。そのためには、授業の中で当事者意識を高める教材が必要である。
高校生という段階で当事者意識を高めるためには、当事者の葛藤が描かれた映像の視聴や
手記を教材として活用するなども有効な方法ではないかと思う。
　本稿では不妊カップルを婚姻関係のある男女（生物学的）という前提で述べてきた。し
かし、性の多様性を考えると、性的マイノリティである同性カップルが生殖補助医療によ
る子どもを希望する場合もある。また、シングルの男性・女性が希望する場合も考えられ
る。もちろん、この場合も子どもの福祉と権利を最優先に考えるのは当然だが、同性婚が
法的に認められていないことなどを考えると、更に複雑な問題が生じてくる可能性は高
い。第三者が関与する生殖医療の早急な法制化を希望するとともに、生き方の多様性が受
容される共生社会が実現されることを願ってやまない。
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